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 ＜共同論文＞ 

 慰安婦問題の解決に向けてーー私たちはこう考える 

---- ソウル地裁判決と文在寅韓国大統領の年頭所感を受けて ---- 

 

石坂浩一（立教大学教員）、内海愛子（恵泉女学園大学名誉教授）、内田雅敏（弁護士）、岡本厚（元

「世界」編集長）、鈴木国夫（市民連合めぐろ・せたがや共同代表）、田中宏（一橋大学名誉教授）、矢野

秀喜（朝鮮人強制労働被害者補償立法をめざす日韓共同行動事務局長）、和田春樹（東京大学名誉教授） 

     ＊以上、声明「韓国は敵なのか」世話人 

 

はじめに 

 私たちは、２０１９年７月、「声明 韓国は『敵』なのか」を出しました。その中で、安倍晋三政権によって発

動された対韓輸出規制を批判し、日韓基本条約や日韓請求権協定では日本の植民地支配の問題は解決していない

こと、日本政府は日韓両国民を対立させるようなことを止めるように訴えました。また２０２０年９月には、安

倍政権から菅義偉政権への交代に際して、首脳会談の開催や民事訴訟である元徴用工裁判には政府は介入せず、

被告企業の判断に任せるべきことなどを訴えた「声明 いまこそ日韓関係の改善を」を発表しました。 

 しかし、その後、様々な外交的模索は報じられたものの、両国のデッドロック状態は変わらず、首脳会談さえ

行われませんでした。そして、２０２１年１月８日、元日本軍慰安婦が日本政府に損害賠償を求めた訴訟で、ソ

ウル中央地裁が日本政府に賠償を命じる判決を出し、日本政府が抗議するという事態となりました。日本外務省

は３月２日ホームページに新しい「見解」を発表し、改めて韓国政府を批判しています。 

 私たちは、日本が過去の植民地支配の歴史を直視し、誠実に反省、謝罪して、戦後の民主主義、平和主義を守

って進むならば、朝鮮半島の人々（韓国および北朝鮮）とともに未来に向かって歩むことができると確信する立

場に立っています。日本と韓国は最も近い隣国であり、両国民は友人として協力し合い、平和のうちに共生する

関係の構築を追求すべきと考えます。両国の間で対立や葛藤が起きても、冷静かつ合理的な対話によって解決す

るしかないと考えます。 

 その立場から、現在の状況について考えていることを、以下に表明します。 

 

1、ソウル中央地裁の判決について 

１月８日の判決はいわゆる「主権免除」を認めず、日本政府に賠償を命じました。判決それ自体については、

人権は主権免除に優先する、という国際法の最近の考え方を反映した最先端の判決として評価することができま

す。ダーバン会議（２００１年）以来、植民地支配によって引き起こされた苦痛や犠牲に対して、宗主国であっ

た国が謝罪し、あるいは賠償をする動きが世界各地で見られるようになってきました。判決は、こうした潮流に

一石を投じたものといえるでしょう。 
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裁判に訴えたのは、日本の行為によって被害を受け、いまだ救済されていない被害者です。政治が問題を解決

できなかったからこそ、被害者は韓国で裁判に訴えるしかなかったのです。私たちは、このことを忘れることは

出来ませんが、しかし、この判決によって、直ちに歴史の問題が解決できるとは考えません。 

ことは歴史認識と外交、そして国民感情にかかわる問題です。粘り強い対話と外交的な知恵、そして国民の説

得によってしか解決できないと考えます。 

 

文在寅大統領は、年頭の会見（１月１８日）において、日本の記者の質問に答え、「（徴用工判決の現金化は）

日韓関係においては望ましいとは思わない」、「（元慰安婦裁判の判決には）正直困惑した」「（２０１５年の合意は）

日韓両政府の正式な合意だったと認める」などと述べ、従来の対応から踏み込んだ発言をしました。そして「原

告が同意できる方法を両国政府が協議し、韓国政府が原告を最大限説得する」とも述べました。 

 日韓関係の改善に向けた、大きなチャンスが目の前にあると私たちは考えます。 

 

2、朝鮮植民地支配の清算とは 

ここで改めて強調したいのは、隣国を侵略し支配したことに対する日本の政府と国民の態度と覚悟です。政府

と国民は、朝鮮半島を軍事占領し、日本に併合し、その地の人々に植民地支配を強いた事実を忘れることなく、

そのことを反省し、謝罪する姿勢を確立し、堅持しなければなりません。韓国併合時に、若き石川啄木は、「地図

の上 朝鮮国に黒々と 墨を塗りつつ 秋風を聞く」と詠みました。啄木の、朝鮮の人々への思いが伝わってき

ます。いま一度、思い起こしたいと思います。 

 

和解のためには外交的な努力と政治的な決着が必要です。と同時に、一朝一夕に問題は解決しない、とりわけ

加害国の国民は、絶えざる努力を続けていく覚悟をもたなければならないと思います。一度謝罪すればそれです

べてが終わると考えてはならないのです。それがこの問題を語る基本的な態度です。韓国は、戦後、大きな政治

的な転換をしてきました。植民地からの解放後、南北に分断され、民族同士の戦争（朝鮮戦争）も経験しました。

北との軍事的対峙を根拠とする軍事政権を、長い、流血をともなう運動で覆し、民主化を勝ち取ったのが１９８

７年でした。 

 

日本の政治的転換は、第二次世界大戦の後に起こりました。「大日本帝国」は解体され、民主主義、平和主義、

国民主権の日本国憲法のもと、再出発したのです。日本は、連合国のカイロ宣言の条件、「朝鮮の人民の奴隷状態

に留意し、やがて朝鮮を自由独立のものにする」を受け入れて、降伏し、朝鮮の独立を承認しましたが、植民地

支配を反省し、謝罪するには到底至りませんでした。そのことが、１９６５年の日韓基本条約にも反映していま

す。その後、1960年代後半のベトナム反戦や大学闘争を経る中で自らの歴史を問い直し、侵略と植民地支配を掘

り起こし、加害の自覚をもつに至ったのです。 

 

3、日本の政府、国民は何をしてきたか 

韓国に民主化の時代が到来すると、女性団体が１９９０年に慰安婦問題を公然と提起し、日本政府に、事実を

認めて謝罪し被害者に対する補償を求めました。戦時中、日本軍の慰安所に連行され、日本軍の将兵に性的な奉

仕を強いられた女性たちの問題はあまりに深刻でした。その証言は、聞く者に激しい怒りと言いようのない悲し
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みを引き起こしました。証言を聞いた者は、その訴えに応える責任があります。日本の政府、国民もこれを無視

することはできませんでした。 

日本政府は韓国政府の促しにも助けられ、内外の資料を広く集め、調査した結果、１９９３年、河野洋平官房

長官談話を発し、事実を認め、謝罪しました。 

 「本件は、当時の軍の関与の下に、多数の女性の名誉と尊厳を深く傷つけた問題である。・・・政府は、・・・

いわゆる従軍慰安婦として数多くの苦痛を経験され、心身にわたり癒しがたい傷を負われたすべての方々に対し、

心からのお詫びと反省の気持ちを申し上げる。」 

 これは日本軍の慰安婦とされたすべての被害者に対して向けられた言葉でしたが、ことのほか、植民地支配に

よる朝鮮半島の被害者、市民に向けて発された言葉であったことは明らかです。これが、植民地支配を加えた朝

鮮半島の人々に対して、日本の政府、国民が表明した最初の謝罪でした。 

 

戦後５０年にあたる１９９５年７月、日本政府は、慰安婦問題に対する「償い（贖罪）」の事業を実施するため

に、財団法人アジア女性基金を設立し、慰安婦被害者に対し、総理大臣署名の手紙、基金理事長の手紙とともに、

国民からの募金による一人あたり２００万円の償い金、政府資金から医療福祉支援３００万円相当をだすことに

なりました。 

 総理大臣の手紙には、「私は、日本国の内閣総理大臣として、・・・いわゆる従軍慰安婦として数多の苦痛を経

験され、心身にわたり癒しがたい傷を負われたすべての方々対し. 心からのお詫びと反省の気持ちを申し上げま

す。・・・わが国としては、道義的責任を痛感しつつ、…過去の歴史を直視し・・・、女性の名誉と尊厳に関わる

諸問題にも積極的に取り組んでいかなければならないと考えております。」とありました。 

 

同じ年の８月１５日には、閣議決定をもって「村山富市総理談話」が発表されました。この中で、総理は「植

民地支配と侵略によって、多くの国々、とりわけアジア諸国の人々に対して甚大な損害と苦痛を与え」たことに

対して、「痛切な反省」と「心からのお詫び」を表明すると述べました。１９６５年から３０年かけて、日本の政

府と国民の反省がようやくここに達したのでした。ここで慰安婦問題に対する謝罪が、日本政府の植民地支配認

識において決定的な役割を演じたことがわかります。 

 

 しかし、首相が「手紙」を出しながら、「償い金」を政府資金から支出しないとしたことが韓国の被害者、運動

団体から強い反発をうけました。その結果、アジア女性基金の事業はフィリピン、オランダでは基本的に受け入

れられましたが、韓国と台湾では拒否の態度がひろまり、当時の韓国政府登録の慰安婦被害者中の三分の一以下

の方だけが事業を受け入れたにすぎませんでした。基金は２００７年に解散しています。 

 

4、「韓国併合」１００年を迎えて 

こうした日本の政府、国民の動きは、被害者から見れば、いかにも不十分で、遅々とした取り組みだと思われ

たでしょう。しかし加害の歴史を認めようとしない保守的な政治勢力が強い中で行われた、戦後民主主義派の努

力の結果でした。また反省・謝罪がなければ、日本はアジアと共生して未来を切り開いていけないということで

もありました。 

 

そして、歴史への反省と謝罪は、「小渕恵三総理大臣・金大中大統領・日韓パートナーシップ宣言」（１９９８）、

「小泉純一郎総理大臣・金正日総書記・日朝平壌宣言」（２００２）と引き継がれ、韓国併合は朝鮮の人々の「意
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に反して」行われたことを認めた「菅直人総理談話」（２０１０）へと至ったのです。 

アジア女性基金を批判した日本の運動団体は、慰安婦問題を立法によって解決しようと、民主党など野党の議

員と準備をすすめ、韓国の運動団体もそれを支持しました。２００９年政権交代がおこり、民主党政権が誕生す

ると、「全国行動２０１０」を結成して、新政権による立法解決を求める運動を開始しましたが、民主党政権はそ

の声に応じることなく終わりました。 

 

その後、歴史修正主義的な安倍政権が長く続いたことで、日本の政府と国民の反省と謝罪の流れは一時堰き止

められることになります。安倍総理は、「河野談話」も「村山談話」も否定し、「日韓パートナーシップ宣言」や

「日朝平壌宣言」も拒否したかったのですが、さすがにそれは出来ませんでした。「安倍総理談話」で、中国への

侵略については反省しても、日本の植民地支配について一切触れていなかったり、「菅直人総理談話」を総理官

邸・外務省HPから削除するなどが精いっぱいであったのは、米国をはじめ国際社会の目がそれを許さなかった

からでしょう。 

 

 ２０１１年、韓国憲法裁判所は、慰安婦問題解決に努力しない韓国政府の不作為は憲法違反である、との判決

を出しました。ときの李明博大統領は年末の日韓首脳会談で、韓国の大統領としてははじめて、日本の野田佳彦

総理に慰安婦問題に関する新たな措置を要求しました。翌年２月、日本の運動団体は、解決案として、「①日本政

府の責任を認め、被害者の心に届く謝罪をすること、②国庫からの償い金を被害者に届けること」を提案します。

時の民主党政府の斎藤勁官房副長官は、韓国大統領の特使李東官氏と秘密交渉をおこない、合意に到達したもの

の、野田総理の同意がえられず、交渉は流産に終わったと言われています。 

 

 ２０１２年１２月、前述のとおり、日本では安倍晋三氏が再度総理大臣に返り咲きました。しかし、翌年韓

国に出現した初の女性大統領朴槿恵氏は慰安婦問題の解決を求めて、首脳会談の開催を拒否するにいたりました。

日韓関係はきわめて険悪な対立状態に陥ったのです。その中で、２０１４年６月、日韓の運動団体は、河野談話

の継承発展によって解決がえられるとし、加害事実と責任を認めて謝罪し、謝罪の証として賠償を支払い、真相

究明、歴史教育などの後続措置をおこなうという内容の新解決案を提案することもしました。 

日韓政府間の交渉は難航しましたが、オバマ米政権の両政府への仲介、後押しもあって、ついに２０１５年１

１月の日韓首脳会談で早期解決の合意がうまれ、１２月２８日の日韓外相会談で解決案に合意し、共同の記者発

表がなされました。 

 

 その合意の根幹は、「日本政府は責任を痛感している」、「安倍内閣総理大臣は・・・慰安婦として、数多の苦痛

を経験され、心身にわたり癒しがたい傷を負われたすべての方々に対し. 心からのお詫びと反省の気持ちを表明

する」、「日本政府の予算により、全ての元慰安婦の方々の心の傷を治癒する措置を講じる」というものでした。

日本政府の予算から１０億円が拠出され、アジア女性基金が渡した総理の手紙では、「道義的責任」と言い続けて

いたものを政府の「責任」と明言しました。 

 この根幹部分に加えて、日本の外相は「今回の発表により慰安婦問題は最終的かつ不可逆的に解決されること

を確認する」、「韓国政府とともに、国連など国際社会において互いに非難・批判することはさしひかえる」とい

う追加的合意点を表明しました。 

 

 この合意は韓国の被害者や運動団体から、事前の相談がなかったことや謝罪が曖昧なことなどをもって厳しく

批判されました。一方、安倍総理からすれば、これまでの歴史修正主義的な主張とは相容れない文言の合意であ
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り、そのためもあってか、文書には残さず、外相の会見のみで行うという「異例」の公表の仕方をしました。そ

の後、日本の国会で「総理のお詫びの手紙」を出すかと聞かれ、安倍総理は「毛頭考えていない」と述べ（２０

１６年１０月３日）、被害者や支援運動の反発を招くことになりました。 

朴槿恵政権は合意に基づいて、２０１６年「和解・治癒財団」を設置し、生存被害者には一人当たり１０００

万円、被害者遺族には一人当たり２００万円を、日本政府が送付した１０億円から支給することを開始しました。

そして、文在寅政権は正式に発表していませんが、同財団は生存被害者４７人中３５人、被害者遺族５８人に事

業を実施することができました。「金銭の支給は要らないが、日本政府の謝罪のしるしとして受け取る」と述べた

被害者親族の言葉が、同財団の資料に記録されています。 

 

5，被害者の「心に届く誠実な謝罪」について 

私たちは、これまで日本の政府と国民が辿ってきた、「河野談話」から「日韓慰安婦合意」に至るおよそ２５年

の流れを振り返ってきました。私たちは、一時的に遮られたこの流れを改めて回復し、韓国側と対話する中にし

か解決の道筋はないと考えます。２０１５年の合意は、たしかに不満が残り、不十分なものでした。しかし、そ

こにはこれまでの歴史認識と謝罪の流れを一歩進める側面があったことも見逃すことはできません。このよい側

面を生かし、さらに補充し、高めていくほかに問題解決の道はないのではないでしょうか。植民地支配の歴史と

被害者の怒り、苦しみと傷を見つめ、それに対処することは、司法判決の執行によっては成しとげることはでき

ず、両国民の合意と和解に基づく共同作業をもってしなければならないのです。 

 

 何が決定的にもとめられていたのか。それは被害者の「心に届く誠実なる謝罪」だと私たちは考えます。 

加害の歴史を清算するとは、①加害者が加害の事実と責任を認めて誠実に謝罪し、②その証として何らかの金

銭的補償を行い、③過ちを繰り返さないために問題を後世に伝えるということです。この三つの関係が大切です。

①②とともに、③を誠実に継続実行することによって①②の謝罪が真摯なものであることが被害者・遺族に理解

されるようになるのです。 

 

２０１５年１２月２８日、合意成立後、安倍総理は、記者団に、「最終的、不可逆的な解決を(戦後)７０年の節

目にすることが出来た。子や孫、その先の世代に謝罪し続ける宿命を負わせるわけにはいかない」と強調しまし

た。しかしこの発言こそが問題の本質を理解していないことを示しています。まず、被害者たる元慰安婦の方々

に対し、外務大臣に代弁させるだけではなく、首相自らの言葉によって語り、自ら署名した「手紙」を彼女らに

届けるべきではなかったでしょうか。 

「もう謝らなくてもいい」と言うことができるのは、被害者の側ではないでしょうか。加害者の側が歴史問題

について「不可逆的解決」はあっても「最終的解決」、すなわち「なかったことにする」ことはできません。 

 

戦時の日系人の強制収容問題では、レーガン米大統領が、1988年8月、公式謝罪、生存者一人２万ドルの個人

補償、強制収容にかかわる学校教育のための基金設立などを盛り込んだ「市民自由法」に署名しました。そして、

ジョージ・ブッシュ大統領（父）は、1990 年 10 月の式典において、9 人の日系人に大統領の「謝罪の手紙」と

「2万ドルの小切手」を直接手渡し、それを皮切りに、歴史の清算が進められました。 

「大統領の手紙」には、「金額や言葉だけで失われた年月を取り戻し、痛みを伴う記憶をいやすことはできませ

ん。…私たちは過去の過ちを完全に正すことはできません。しかし、…第2次大戦中に重大な不正義が日系米国

人に対して行われたことを認めることはできます。」と記されています。バイデン新大統領も、大統領就任後、２
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月19日（1942年に強制収容の大統領命令が出された日）、「連邦政府の公式謝罪を再確認する、米国史で最も恥

ずべき時の一つ…」と強制収容の歴史を振り返ったと伝えられています。 

 

戦時の中国人強制連行・強制労働問題については、2000年の鹿島・花岡の「和解」以降、西松の広島・信濃川

の「和解」を経て、最近では、三菱マテリアルの「和解」があります。 

2016 年 6 月、三菱マテリアル社の木村光執行役員は、北京に出向き、中国人受難者閻玉成さん（86 歳）らと

の間で、「和解」が成立しました。その「和解合意書」第1条（謝罪）には次のようにあります。 

「日本国政府の閣議決定『華人労務者内地移入に関する件』に基づき、約 3 万 9000 人の中国人労働者が日本

に強制連行された。弊社の前身である三菱鉱業…は、その一部である 3765 名の中国人労働者を…受け入れ、劣

悪な条件下で労働を強いた。この間、722 人という多くの中国人労働者が亡くなられた。本件については、今日

に至るまで終局的な解決がなされていない。  

『過ちて改めざる、これを過ちという』、弊社は、このように中国人労働者の皆さまの人権が侵害された歴史的

事実を率直かつ誠実に認め、痛切なる反省の意を表する。…弊社は、当時の使用者として歴史的責任を認め、中

国人労働者およびその遺族の皆様に対し深甚なる謝罪の意を表する。…上記の歴史的事実及び歴史的責任を認め、

かつ今後の日中両国の友好的発展への貢献の観点から、本件の終局的・包括的解決のため設立される中国人労働

者及び遺族のための基金に金員を拠出する」と。 

 

そして、同社は、謝罪の証として、一人当たり 10 万人民元（約 170 万円）の和解金を用意し、過去の過ちを

繰り返さないための記念碑建立の費用、中国からの受難者・遺族を日本に招請しての追悼事業の費用などを、別

途用意しています。生存受難者らは、同社の「謝罪を誠意あるものとして受け入れ」(和解書第１条)、「私たちは、

中国人労働者の強制連行を主導した日本政府、並びにその他の多くの加害企業が依然として歴史事実を無視し、

謝罪を拒む状況下で、三菱マテリアル社が歴史事実を認め、公開謝罪する姿勢を積極的に評価する」と述べまし

た。 

 

6、私たちの提案 

 ３月２日の外務省の「見解」は、２０１５年合意によって、「慰安婦問題の『最終的かつ不可逆的な解決』を確

認した」とのべるだけで、合意の核心である安倍総理の謝罪について口を閉ざしています。これで慰安婦問題の

解決をすすめたことになるはずはありません。 

 

私たちは、日韓両国政府に対し、まず「２０１５年合意」を再確認し、その合意の精神をさらに高めるための

努力を要請します。菅総理は、河野官房長官談話、村山総理談話を継承する政府の立場から、２０１５年合意の

核心部分を再確認し、「政府の責任を痛感して、すべての慰安婦被害者にお詫びと反省の気持ちを表明」した安倍

総理の言葉をあらためて文章にして署名し、日本政府を代表する駐韓大使をして、２０人といわれる生存慰安婦

被害者にその意を届けさせるべきだと思います。 

 

文在寅大統領は、２０１５年合意を両国間の公式合意であると承認する立場を表明したのですから、日本政府

が拠出した１０億円から、和解・治癒財団が生存被害者３５人と被害者遺族５８人に１億ウォン、２０００万ウ

ォンずつを伝達したことを報告していただきたいと思います。その上で、残った５億４０００万円に、韓国政府

が慰安婦被害者のために治癒財団に別途支出した１００億ウォン（約１０億円）を合わせて、韓国政府がめざす
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慰安婦問題研究所の設立に使うべく、日本政府の協力をもとめて協議されることを望みます。それは、被害者と

その苦しみを忘れず、長く後世に記憶し続ける証となることでしょう。 

 

外務省の３月２日の意見文書は、最後に、日本政府が米国グレンデール市に設置された慰安婦像の撤去をもと

める米国市民の訴訟を助けるために、米最高裁に意見書を出したことを述べています。苦難をうけた慰安婦被害

者のための慰霊碑を立てることに対して、日本国民の名誉を傷つける、日米友好を損なうとして反対論を米最高

裁に述べ、敗訴したことは、まことに愚かな行為であります。慰霊碑の碑文に疑問を持つとすれば、慰安婦問題

を一層研究して、ふさわしい認識をつくりだすように努力するのが日本国の立場でなければなりません。 

まさに、忘れず、教訓を記憶し、後世に伝えることが、真の謝罪につながるのです。   

 コロナ禍や気候変動など、日韓、あるいは東アジア地域は、ともに手を携えてあたらなければならない課題が

山積しています。米国の政権交代で米中対立の様相も変わろうとしています。いまこそ日韓関係を改善させなけ

ればなりません。 

                                     （２０２１年３月２４日） 


